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ロー カ ル な環 境 運 動 へ の地 理 学 的 ア プ ロー チ

-中海干拓問題を手掛かりとして-

淺野敏久(広島大学総合科学部)

本稿では中海干拓問題を事例としてローカルな環境運動をとらえる地理学的な視点について論じた.そ の
際,マ スコミの当該問題に関する記述と,反 対運動の立場からの問題の記述,筆 者のこれまでの研究から得

た知見を対比させ,環 境運動が当該問題を語る際にどのように位置付けられているのかを明らかにした
.結

果として,環 境運動が当該問題の決着において果たしている役割が社会的に軽視されている実態の一端を示

すことができた.そ の事実を踏まえ,こ のようなローカルな環境運動への地理学的アプローチに求められる

課題を提案した.す なわち,第1に 環境運動の政策決定や土地利用に与えた影響を読み取ること,第2に 環
境運動の性格を多面的に理解すること,特 に対象となる自然への運動参加者一人一人の意識まで視野を広げ

ること,第3に 環境運動をさまざまなスケールの 「地域」の文脈から検討することが必要ということである.
キーワー ド1環 境運動,環 境問題 報道,中 海,宍 道湖

Iは じ め に

小泉内閣による 「聖域なき構造改革」の名の下,

長らく公共事業に深 く関わってきた特殊法人の見直

しが断行されつつある.公 共事業の見直しは小泉内

閣発足以前から進められており, 1998年 の北海道

での 「時のアセス」導入に端を発した,硬 直状態に

ある公共事業の全国的見直しや,2000年 度に自民

党主導の全国233公 共事業への見直し勧告を受けた

210事 業の中止決定など,実 際に中止される公共事

業が増えている.こ れらの背景には 「バブル」崩壊

後の長期にわたる景気の低迷により行財政改革が急

務になったことのみならず,よ り以前から大規模公

共事業による環境破壊を批判し続けてきた各地の市

民 ・住民運動の声が世論の支持を得るようになって

きたことが挙げられる.市 民運動の影響力が強まっ

ているのは世界的傾向であるが,国 内では1995年

の長良川河口堰の運用と1997年 の諌早湾干拓事業

における湾の閉め切りを,国 が反対運動を押し切っ

て強行したことが大規模公共事業の持つ問題点をク

ローズアップさせる大きなきっかけとなった.世 論

の批判を受けて,た とえば,旧 建設省において も

「公共事業の効率的 ・効果的実施についての検討委

員会」を設置 し(1996年),公 共 事業 について省外

の意見を求め,そ のあり方を自ら問い直 している1) ,

本 稿 で取 り上 げ る中海干拓 事業 は,淡 水化 が

1988年 以 来無期延期のままであ るものの,事 業の

目玉 ともいえ る中海 の本庄工区干 陸については,

2000年 度 の全国的な公共事業見直 しの対象 に取 り

上げ られ中止 になった.本 庄工区は,中 止 になった

210事 業 の中で も見直 しの象徴的存在 として,政 府

与党の見直 し関係者の視察や現地での全国的見直 し

方針を表明するパフォーマ ンスが行われるなど別格

の扱いがなされた.淡 水化を今後どうす るのかや干

陸のために整備 した堤防や堰,ポ ンプ場などの施設

をどうするのかなどの課題は残 っているものの,中

海干拓事業は計画立案 された1954年 か らほぼ半世

紀 を経ておおむね決着がついた といえるであろう2).

そ こで,こ れを機 に中海干拓問題3)に お ける住

民運動をあらためて見直 し,こ のような住民運動や

地域環境問題 を地理学的研究対象としてどのよ うに

扱えるのか,扱 うべきであるのかにう いて論 じてみ

たい.

これまでに筆者は中海干拓問題を事例 として三つ

の論文を書いている(淺 野1997, 1998a, 1999) .

それ ぞれにおいて示 したことは,第1に,こ の反対

443



運動には地域の社会経済的な状況が反映されてお り,

運 動の目的 ・組織 ・戦略などか ら,運 動の実態 と不

可分な地域性が読み取れるということである.第2

に,土 地利用のあ り方を左右する存在 として住民運

動が果た している役割 は大きく,土 地利用研究や景

観研究において も,住 民運動は土地利用などの改変

主体ではないが,ク レーム申 し立てにより土地利用

や景観形成 に大 きな影響を与え る存在 になっている.

したがつて,土 地利用や景観研究 においても住民運

動をより強 く意識すべ きではないかということを述

べた.第3に,地 域環境問題における 「地元」 とい

う概念を取 り上げ,地 域環境問題が不確かかつ各主

体 の自己都合的な空間認識の上に成 り立 っていると

い うことを指摘 した.

各論文の主題 とはしていないが,筆 者が一貫 して

意識 していることは,と もすれば発言者 の顔がみえ

ない 「世論」の一言で済 まされてしまう草の根の声

や住民運動につ いて,そ れ らはみよ うとすれば顔の

みえる存在であって,そ の理解がなされなければ,

地域環境問題の理解や解決 も十分にできないのでは

ないか ということである.本 稿では,こ の認識を基

に地域環境問題を解決する上で住民運動をどのよう

に認識 し,評 価すべきかなどについて検討する.

II研 究対象と しての ローカルな環境運動

環境保全 ・自然保護を目的 とす る運動 は環境運動

と総称 され,「 新 しい社会運動」 と呼 ばれ る運動の

中に位置付け られる.た だ し,ト ゥレーヌ(1983)

らを その嚆矢 とする 「新 しい社会運動」論 は1960,

 1970年 代 の状況 を踏 まえて理論化 され たものであ

り,「 新 しい」 と名が付 くものの現象 として は今 や

新 しいものではない.「 新 しい社会運動」は 「社会

の周辺部で差別 されて きた人々,す なわち,女 性 ,

被差別集団,少 数派エスニ ック集団などが,中 心部

の管理 システムに対抗す る社会運動」(見 田ほか

1988: 390)で あ り,労 資の構造 的対立か ら生まれ

る古 い社会運動に代わ って社会運動の主役を担 うも

のとされる.環 境運動はこの理論が提唱された頃よ

りも,地 球環境問題への関心が高ま った現在におい

て活発化 し,広 が りと多様性を有 している.

環境運動をその一つとする社会運動は,社 会にお

いていかなる存在なのか,ど のよ うな意味や役割を

持つのかについて,こ れまでさまざまに論 じられて

いるが,こ こでは基本的な認識 に関わる部分にのみ

触 れて お く.ト ゥレー ヌ(1983: 137-138)の 「社

会運動 は逸脱ない しは極端 な紛争 といった周辺的な

現象ではなく」,「歴史性の志向性と結びついて,制

度及 び社会的 ・文化的組織を経由 しつつ社会的実践

を産出す る」存在 であるという考 え方や,「 新 しい

社会運動」論 と同時期に生まれ,そ れとは別の社会

運動研究の流れとなっている資源動員論が,既 存の

社会運動論を批判 し,社 会運動の目的合理性や制度

的行為 との連続性 を強調することで支持を広 げてい

つた ことは,基 本的な認識 として重要 である.日 本

に資源動員論を紹介 した社会学者の一人である片桐

(1989: 13)は,当 時 を振 り返 って 「(社会運動の合

理性 と日常性を強調 してきたのは)従 来社会運動が

む しろその非合理性 と非 日常性 を当然視されていた

ことへの反論 としてであり(中 略)一 方 に振れすぎ

ていた針を中央に引 き戻すことが狙いだつたのであ

る」 と書いている.

社 会運動の目的合理性や日常性,制 度的行為 との

連続性を意識するとき,地 理学において も,研 究対

象 として社会運動をより積極的に取 り上げる必要性

がみえてくる.特 に環境運動についていえば,土 地

利用や地域開発,人 と自然 の関わ りなど,地 理学の

従来か らある研究テーマと密接な関わ りを持 つてお

り,運 動を視野に入れた研究の深化が望 まれる.

地 理学においても,社 会運動を視野 に入れた研究

や環境運動 を扱 った研究 などが, 1990年 代 にな っ

て増えて きている.水 内(1994: 14)は 近代都市史

研究 と地理学の関わりを論 じる中で社会運動に言及
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し,運 動が都市空間構造 とどのように関わるのか,

運 動が都市空間との対峙からいかなる運動論を生み

出 したのか,都 市空間認識が運動 にどのように取 り

込 まれたのかの3点 が重要 と述べている.こ のよう

な視点か らの事例研究 として香川(1998, 2001)は,

近 代期の川崎,高 度成長期の水島の公害反対運動 の

分析を行い,資 源動員論 に基づ く地域組織の形成 と

再編 や工業都市化 とロカ リティの変容を論 じている.

社 会運動 と地域社会 との密接不可分な関係 という認

識 は本稿 における筆者の認識 とも共通 している0中

島(1998, 1999)は,体 制 的な運動と しての緑化推

進運動を取 り上 げ,社 会的自然 としての 「みどり」

が戦後の日本社会においていかなる意味を有 してい

たのか,象 徴天皇制 との関係 に触れなが ら論 じてい

る.こ こで は運動の対象 となる 「自然」が どのよう

に創 られるのか,表 象されるのかが問題 にされた.

一 方
,福 田(1996)は,文 化地理 学的 な関心 か ら

「町並」が保存運動 によって いかに創造 されたか,

保存運動の中で何が語 られ何が語 られなか ったかを,

竹富島での研究を通 じて明 らかにした.両 者 はスタ

ンスを異 とするが,運 動が対象とした 「環境」がい

かに社会経済的な文脈 の中で創 られてい くかに関心

を寄せていることと,そ の際に意味を創 る主体の一

つ として運動 を取 り上 げている点では共通 している.

環境問題を考え る際に,対 象 となる環境や出来事を

誰がどのように意味付 けているか,そ の意味付 けの

違いがどの程度錯綜 し,ま た,相 互に関連 しあって

いるのかを明 らかにすることは重要である.筆 者の

主要な関心 の一つはここにある.対 象をめ ぐる状況

を しっか り認識 しなければ環境問題 は解 けないと考

えるか らである.

そのほか,環 境をめ ぐるさまざまな主体の環境認

識 に注目し,自 然保護運動が現代の人間 と自然の関

わ りを考 える切 り口になるとするSugitani(た と

えば, 1998, 2000)の 一連の研究や,地 域環境問題

を概観す る中で住民運動の特徴 とその果た した役割

を示 した由比濱(1992),政 治地理学的な立場か ら

立地紛争 に関心を寄せ運動を政治 プロセスの一部 と

とらえた斎藤(1995),さ らに産官学民 が一体 とな

った地域環境保全活動に実践的に寄与す る情報 を得

ることを目的 とした山本(2001)や 淺 野(1998b)

な ど もある.

これ らは確かに環境に関わる住民 ・市民運動を扱

っているが,そ れぞれ異なる問題関心に基づいた研

究であ り,運 動それ自体を地理学の研究対象に しよ

うという問題意識を共有 しているわけではな く,そ

もそ も運動を扱 う研究者同士が議論 しあう場 を持 っ

ているわけで もない.今 後の課題 として,地 理学が

運動を研究対象 とす る上での視点や運動 を地理学的

に考察する枠組を提示 ・整理 し,あ る程度の問題意

識の共有化や議論 を重ね ることが必要 となろう.た

だ し,そ のためにはまだ研究の蓄積が足 りないこと

は否めない.本 稿 も上記の問題意識 は持 ってはいる

ものの,そ れを実現するものにはなってお らず,依

然 として環境運動研究の一つの事例を示す ことと,

研 究蓄積 の必要性を指摘するにとどめている.し か

し,逆 に今は環境運動研究の可能性を模索す る段階

にあるとも考え られ,環 境運動を対象 とした研究を

さまざまな視点か ら行 うことが必要 といえるであろ

う.

本 稿は,事 例 として中海干拓事業をめぐる環境運

動を取 り上げる.グ ローバルな視点,地 理学的な環

境運 動研究の視点の提示 など留意すべ き事項は多々

あるが,本 稿ではそれ らを意識 しつつ も,全 般的な

環境運動論を展開するのではな く,中 海干拓事業の

中止決定段階での報道のされ方を出発点 と して,筆

者のこれまでの論考 も踏 まえなが ら,そ れらか ら引

き出され る問題 ・課題を提起することに主眼を置 く.

IIIロ ーカルな環境運動が提起する 「環境問題」

1.環 境 問題-何 が 「問題」か-

社 会運動 をとらえる視点 として,「 新 しい社会運
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動」論や資源動員論 と並んで,キ ツセ ・スペクター

(1992)な ど に代表され る社会問題 への構築主義 ア

プローチが挙 げられ る.構 築主義は社会運動のみを

対象にす るものではないが,キ ツセとスペクターは,

社 会問題研究 において,何 が社会問題かを問 うので

はな く,「 ク レイム申 し立て」 と呼ぶ言語行為の観

察を通 じて問題 をめ ぐる状況 を研究対象とすべ きで

あると説いた.そ の際に運動への参加者や支持者,

敵対者などの言説は重要なテキス トとなる.社 会問

題への構築主義 アプローチに関 して,中 河(1999)

や 中河 ほか(2001)が 日本における具体的な事例 を

取 り上げて議論を深めている.

IIに 述 べた 「環境問題を考える際 に,対 象 となる

環境や出来事 を誰が どのように意味付けているか,

そ の意味付けの違 いがどの程度錯綜 し,ま た,相 互

に関連 しあ っているのかを明 らかにする」 というこ

ともこのアプローチ と共通点を持つ.環 境問題が問

題 として成立するには,な ん らかの 「クレイム申し

立て」が不可欠であ り,こ の申し立ての主体と して

環境運動が果たす役割 は大 きい.そ れに もかかわ ら

ず,環 境運動の果たす役割がどのように認識 されて

いるかを問う研究はなされていない.

以下では,言 語行為のみを追 うわけではないが,

「中海干拓問題」 とされる状況あるいは現象4)に つ

いて,本 庄工 区干陸中止が決まった段階で中海干拓

問題 をレポー トした全国版 テレビ番組と島根県を中

心に発行 されている地方新聞記事の二つを取 り上げ,

中海干拓問題 において事業反対運動が果た した役割

とそれに対する外部か らの評価 について検討する.

2.二 つ のマスコ ミ報道にみ る 「中海干拓問題」

1)ETV2000シ リーズ日本 の宿題9「 脱 ・公共事

業①　 中海干拓事業の中止までの道のり」(NHK,

 2000年10月16日 放送)

最 初の例 は,日 本 にとって20世 紀 がどんな時代

であったのかを総括するNHKの 特 集番組である.

番 組は,キ ャスターと行政学を専門とする大学教授

の解説者の2名 が年表(表1)を 主 要セ ッ トとす る

スタジオで,工 事風景や反対運動 などの過去の映像

と関係者の現時点でのイ ンタビューより成 るVTR

を み なが ら解説す る45分 番組で ある.中 海干拓事

業を例に 「一度始めたらとま らない」 といわれる公

共事業の問題点 を探 ることが テーマである.

食糧増産 を目的に始まった中海干拓事業 は着工 し

てす ぐ減反 に直面す る.番 組ではまず このときに事

業の本来の目的は失われ計画を中止すべきであった

とす る.次 いで, 1980年 代 に漁民 や市民 による反

対運動が激化 し,財 界や県知事 も反対するなど地元

の反対があるのに事業億止 まらなか った.こ のとき

が中止する2度 目の機会であったと解説者 は説明す

る.し か し,こ こで県 と国の責任 の押 し付 け合いの

ために,淡 水化を 「当分の間延期」 というかたちで

先送 りし,そ の後は事業費の負担を どちらが負 うの

かとい う問題を背景 に,借 金の金利を膨 らませ,施

設 の維持管理費を支出 し続 けなが ら10年 以 上 も検

討 を重ねてきた.そ して結局,中 央 の自民党主導で

公共事業の見直 しが図 られる事態に至 ったのである

と説明される.

解説者は 「この干拓の事例には,日 本の行政の欠

陥,日 本 の官僚の行動様式 の一端 をみ る思いがす

る」,「目的 と手段が逆 さまになって しまった」と述

べ,キ ャス ターが 「(事業 の)意 味合いは失われて

いるのに進めていく.ど ういうことが問題 なので し

ょうか」 とつなぎ,解 説者が 「日本の政策決定の中

に無駄だか ら途中でやめるという手続 きがない.そ

のために在るものは全部役立つとい う前提で行動せ

ざるを得ないか らおか しな現象が起 こる」 と番組半

ばで小括する.そ して,番 組の最後 に,問 題 はこれ

までの日本の行政 システムには公共事業を止 めるシ

ステムがないこと,お よび国の事業 に地元の実情や

住民 の声が伝わ らない ことで ある,今 後の課題は

「地方分権」であ り,住 民の責任 において 「公共事
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表1　 NHKの 番組で使われた中海干拓事業関連年表
Table 1 An abbreviated chronological table of the Nakaumi Land Reclamation Project in NHK 

TV program

NHK: ETV2000　 シリーズ日本 の宿題9「 脱 ・公共事業① 中海干拓事 業の中止までの道 の り」, 2000年10月16日 放

送.西 暦 と記載事項 については文字 のみ再現 してあ る.実 際の表示 は縦書 きで,よ りデザイ ン化されている.

業は住民が決め」なければならないと提言する.

限られた時間の中で公共事業の問題を明確に主張

するためには,事 実関係を説明する際にある程度の

取捨選択やウェイト付けは必要で,番 組としてはう

まくまとまっていた.し かし,あ らためて見直すと

「中海干拓事業の中止までの道のり」があまりに単

純化され,番 組の主張を強調するために都合のよい

材料を使ったようにもみえる.

まず,事 業中止までの経緯を追うことを番組のタ

イ トルとしているにもかかわらず,そ の経緯の中で

反対運動の果たした役割を軽視 していることが問題

である.番 組では淡水化延期に反対運動の影響を挙

げるものの,そ の後の展開では反対運動に言及 して

いない.し か し,実 際には反対運動は,後 半の方が

直接請求や事業反対署名をより多く集め,各 種検討

委員会(県 土地利用懇話会や農林水産省本庄工区検

討委員会)に 反対派に理解のある委員を入れ るなど

影響力を確実に強めていた.番 組で紹介されたこれ

らの検討会が三案併記のまま結論をまとめられなか

ったのは反対派の主張を切れなかったか らである.

また,番 組内のイ ンタビューには,事 業を進めて

いた立場か ら知事や副知事が出て くるものの,反 対

派か らは自民党元市議5)と 社 民党元県議の2名 の

みで,新 聞やテ レビなどに頻繁に取 り上げられた市

民団体の主要 メンバーは出てこない.加 えて,県 は

「事業推進 はやむを得ない」,「こちらか らやめ ると

は言 い出せない」 という,い わば犠牲者 のように描

かれている.こ れはきわめて一面的な表現である.

こ うなって しまう理由の一つは,事 業に反対する

勢力をその占めるべき位置に取 り上 げないことにあ

る.県 も推進 ・国 も推進では,な ぜ事業が前 に進ま

なかったのか説明がつかない.反 対運動を持ち出す
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ことで初めて説明が可能 になる.番 組では,主 体 と

しての反対運動を登場させず に話をつ けようと して,

県 を中央集権的官僚機構 に振 り回 された存在と して

描 き,土 地利用や環境観の問題で はなく,国 と県 の

対峙を中海干拓問題の説明の中心に置いた と推察 さ

れる.

県 を被害者のように描 くもう一つの理由に,番 組

の主題が 「日本の公共事業を生み出す行政 システム

には不備があり,地 方分権が解決 の答え」 と主張す

ることがある.こ の主題 を説明 しやすいように,番

組では中海干拓事業 の事実関係を再構成 している.

この点が,筆 者が この番組構成の問題 と考える2点

目である.地 方分権 という結論を導 くために,県 や

市町村の問題 点に月をつぶった地方 自治体寄 りの内

容になっている。公共事業を止 めるシステムがない,

住民 自治を拡充すべ きであるという番組の主張その

ものに対 しては全 く異議はないが,問 題なのはこの

番組が 「中止 までの道の り」とい うタイ トルの下で,

都 合よ く問題の経緯(=物 語)を 構成 して しまって

いることである.今 後,中 海干拓事業 は,こ のよう

な経過を経 た出来事 として語 られることになるか も

しれない.

現在,公 共事業をどうするのか,そ の答えは地方

分権 ・住民 自治であるという論調は,学 者のみな ら

ず,ま さに環境NPO自 身 が主張 していることで も

ある.し か し,中 海干拓問題は中央集権的行政 シス

テムの問題だけで説明で きるほど単純なものではな

い.

2)山 陰中央新報 の中海干拓事業関連年表

次に島根県の主力地方紙である山陰中央新報を取

り上げる.た だ し,こ こでは新聞の記事本文ではな

く,大 きな出来事があるたびに経過確認用に掲載 さ

れた年表に注目 し,年 表か らみた干拓問題の推移 に

関する認識 とそこでの住民運動の扱 いについて検討

す る(表2).

年 表 は干拓事業の節 目となる出来事が起きたとき

に掲載されるので,そ れが起 こるまでの数ヵ月の行

政や運動の関わ りについて詳 しく記載 される.そ の

後,そ の多 くは次の掲載時には取 り下 げられ,新 た

な出来事に関連する数ヵ月の情報が詳 しく載ること

になる.掲 載事項は取捨選択され るうちに特定の事

項が安定的に記載 されるようになり,そ れが中海干

拓事業の経緯 を説明するキーワー ドとして広 く認識

されるようになる.

まず基本的 なこととして, 1988年 の淡水化延期

までとその後の本庄工区干陸とでは重要 とされる事

項が異 な る.表2中,年 表Bと 年表Cの 間に新聞

に年表が掲載されたことはなく,時 間的にも内容的

にも断絶がある.内 容 としては,湖 への事業 の影響

に関す る農林水産省(以 下,農 水 省)の 中間報告

(1984年)や 住民団体連絡会 によ る最初の大規模淡

水化反対陳情(1984年)な どが,本 庄工区問題関

連年表か らは消えた.

ま た,農 水省の中間報告か ら始 まった水質をめ ぐ

る反対派 と行政 との議論 につ いて,淡 水化延期決定

後 は,専 門家による助言者会議 の見解公表の記載の

みが年表Fま で残 る ものの,中 間報告や関連す る

その他 の出来事 は年表Bを 最後 に記載 されな くな

る.こ のように一連の出来事群 としてまとめ られる

場合,最 後に確定 したことのみが残 り,そ こに至 る

過程で示された主張や見解などは時間が経つ と削除

されて しまう.住 民運動 はある結果 に至 るまでの過

程で重要 な役割を果たす存在 なため,問 題が何 らか

の節 目を迎えるたびに,そ れ以前の出来事の説明か

ら運動の影響に関する記述は消えてい くことになる.

そのほか,単 なる ミスが継承 されただけで意図的

ではないと判断するが,以 下に示す興味深いことが

年表に現れる.こ れ も住民運動が一般にどのように

受 け取 られているかを象徴的に示 している.

1988年 は淡水化事業が無期延期 にな った年であ

るが,無 期延期になる直前には,住 民団体や政党な

どによる反対運動が激 しくなり,湖 岸 に人 の鎖を作
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る大集会や各種抗議集会が開かれ るなど派手なパ フ

ォーマ ンス も行われた.そ の中で特筆すべきは,宍

道湖 ・中海を汽水湖 とすることを戦略的に盛 り込ん

だ景観保全条例の直接請求が島根県有権者10万 人

以上 の署名 とともになされたことである.こ れ は,

先 のNHKの 番 組で も,直 接請求その ものについて

は語 られなかった ものの,県 がGOサ イ ンを出 した

ら知事 の リコールが成立する恐れがあ ったと言及 さ

れている.直 接請求後,半 年を経ず して淡水化延期

の正式回答が両県か ら農水省になされた.

しか し,新 聞の年表では,直 接請求 は,そ のきっ

か けとなった農水省 の限定的淡水化試行の提案 とと

もに約1年 前(暦 上2年 前)の 出来事にされている.

この直接請求年 の誤記 は, 1995年 末,島 根県知事

が本庄工区干陸再開を国に要請する方針を示 したと

きに始まった.当 時は反対運動が再活発化 し住民投

票条例 の直接請求運動が行われているときで もあっ

た.直 接請求運動が行われている最中の新聞で,そ

の前に大きな影響を与えた直接請求を淡水化延期判

断 と切 り離す表記を したことは,偶 然か もしれない

が興味深 い.そ して,そ の後の記載では,直 接請求

と淡水化延期回答 との間には,約1年 半6)の ブ ラ

ンクがあいたままになっている.そ の代わ りに,当

時の島根県選出の竹下総理大臣が 「着工当事 と状況

が変わった」 と見直 しを容認す る発言を したことが,

淡 水化延期 につながる出来事 のように取 り上げられ

ている.こ れは,淡 水化延期表明直後の年表にはな

か ったが, 7年 後 以降は重要な発言 として必掲事項

になった.直 接請求が延期判断に直結 したという話

が,竹 下首相の政治判断により延期の決断が導かれ

た とい うシナ リオに入れ替わ って しまったのである.

3.反 対運動が提起 したこととその影響

以上二つの例か ら示唆されることは,地 域開発や

土地利用変化の歴史 などを記述す る際に,住 民運動

がただの背景のように描かれるということである.

しか し,実 際に開発事業をめ ぐる環境問題では,当

該事業を批判 ・反対する主体がいて初めてそれは問

題 として成立する.問 題提起 をした主体を軽視す る

とその問題 の実像 は描 けなくなって しまう.

さて,こ こで運動側が作 つた年表 もみてお こう.

表3は,淡 水化および本庄工区干陸に反対 した住民

団体 の連絡組織代表 がま とめた もので ある(保 母

2001).こ の ほかに も各関係者がそれぞれ年表 を作

り,運 動 の途 中段階で活動のPRに 使 ってきた.中

には米子の運動団体 の幹事がまとめたように数 ペー

ジにもわたる活動 日誌のような もの もあるが,そ れ

ほどでなくて も勉強会 ・観察会 など活動 の記録や,

活 動をする中で重要な出来事であ ったことなどが取

り上 げられ,マ スコ ミの年表 とは違 ったものになる.

表3に は,住 民団体連絡会が32万 人 の淡水化反対

署名 を県等 に提出 した こと(1985年)や,本 庄工

区問題再燃後の住民運動のネ ットワーク 「豊かな汽

水域を後世 に活かす市民会議」の結成(1994年),

本 庄 工区干陸の中止を求 める54万 人署名の国など

への提 出(1996年)な ど,先 の表 にはない事項が

記載 されている7).特 に54万 人 署名 については,

この運動が集 めた署名 としては過去最大であったに

もかかわ らず,テ レビはもとより新聞の年表で も触

れ られていない.そ もそ もテ レビ番組では前述の通

り本庄工区問題の住民運動その ものに言及 していな

い.し か し,こ の署名や淡水化反対運動 の成果 とし

て住民投票条例をすでに持つ米子市が反対陳情を行

った ことなどが,地 元の同意形成 を図るべ きとして

国が県の再開要請 に応 じなか った背景 にある.こ の

ように立場が違 うと,出 来事 の推移 という単純 なこ

とであ って も一様ではないシナ リオが描かれる.社

会的構築物である環境問題を理解 しようとする際に,

何 が出来事 としてあったのか,ど のような言説行為

が繰 り返されてきたのかについて,広 範 な視点から

整理す ることが基本的な作業 として必要である.

筆者 もこれまでに年表を作成 し公表 してきた(淺
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表2　 山陰中央新報の年表記載事項の変化
Table 2 Changes in the abbreviated chronological tables of the Nakaumi Land Reclamation Project in a 

local newspaper
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表2　 (続 き)

Table 2 (continued)

A:島 根県水質管理委員会が限定的試行案に同意する報告書を知事に提出したときに新聞に掲載された年表. B:淡 水化延期の知事

判断後に掲載された年表. C:島 根県知事の本庄工区全面干陸方針表明時に掲載された年表. D:島 根県知事が本庄工区全面干陸決

断を県議会で表明したときに掲載された年表. E:農 水省検討委員会メンバー決定時に掲載された年表. F:県 知事が全面干陸方針

の変更を示唆したときに掲載された年表. G:農 水省検討委員会の3案 併記報告書提出時に掲載された年表. H:国 の本庄工区中止

判断に県知事が同意したときに掲載された年表.

表中の○は各年表に当該事項の記載があることを示す.△ も同様であるが同一の出来事の記載年次が誤記されたことを強調する

ため○とは違う記号を用いた. *は 月の記載がないことを示す.

年表に記載した文言は山陰中央新報に掲載された年表の表現をスペースの都合で簡略化したものである.記 載事項について若干

削除したものがある.
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表3　 反対運動関係者作成の中海干拓事業関連年表
Table 3 An abbreviated chronological table composed by a protest group leader against the Nakaumi 

Land Reclamation Project

(保 母(2001: 27)よ り転 載).

野1997, 1998a).こ こで,そ の作業等 を通 じて理

解 している中海干拓事業反対運動が提起 した ことと

その影響について確認する.第1に,運 動の影響 を

受 けて事業が中止 ・延期 になったのは間違いないこ

とである.第2に,運 動の過程で戦略的に取 り上 げ

たことが,地 域内外でその後の展開をみせた.

当該地域内では,た とえば,淡 水化中止を目指 し

て行われた景観保全条例の直接請求(対 島根県)は,

県 議会で一度否決 された後,淡 水化問題か ら切 り離

されたかたちで,問 を置かずに県主導で島根県景観

保全条例 として制定 された.ま た,島 根県側の直接

請求と並行 して実施 された米子市の事業の賛否を問

う住民投票条例 は,同 市において採択され,徳 島の

吉野川第十堰問題 などにつながる環境問題関連 の住

民投票条例の全国的な嚆矢 となった.そ のほか,淡

水化問題では水質への影響が特 に集中的に議論され,

この地域における水質問題への行政 のみならず市民

レベルの関心 の喚起につなが った ことも挙げられよ

う.ま た,運 動の中でシンボル的に使われたシジミ

は宍道湖産 ブランドを広 く知 らしめることになった.

当該地域を超えた影響 としては,運 動の過程で国

内外各地の活動 と連携 し,広 範囲 にわたる水環境保

全運動の原動力の一つとなったことが重要である.

運 動を進める中で地域の多数派 になることを中海干

拓事業反対運動では志向 したが,一 方で国内外の市

民運動 と連携 してより構造的な問題を世に問 う志向

性 も持 って行動 していた.た とえば,そ の具体的な

表れ と して,第1回 水郷水都 全国会議(1985年)

を松江で,第13回 全 国会議(1997年)を 米子で開

催 したことが挙 げられる.さ らには,宍 道湖 ・中海
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エ リアではまだ開催 されていないが ,連 携 を世界規

模の産官学民 レベルに広げた世界湖沼会議 なども広

範な環境運動の成果 といってよい.こ れ らの会議は

国内に限って も,吉 野川河口堰や琵琶湖,霞 ヶ浦な

ど各地で個別 に行われていた運動をネッ トワーク化

させ,情 報やノウハ ウの共有を図るとともに,市 民

運動 と行政との相互理解のきっかけをつ くつた.

そ して,問 題 を抱える各地 の運動が,大 規模公共

事業批判を声を合わせて行 うようになり,そ の声を,

長 良川や諌早湾などを経験 したマスコ ミや研究者,

政治家などが日本の現行 システムの問題 として一般

化 し,こ れ らの動 きが複合的に推移 し現在に至 った

といえ るの であ る.な お,こ こで注意 すべ きは,

個 々の現場で は日本の公共事業の問題点を主張する

ために運動を起 こしたのでな く,そ れぞれの地域住

民が自分たちの環境を守 りたいとの動機か ら活動 し

ているということである.公 共事業批判 は一つの手

段なのである.

IVロ ーカルな環境運動へのアプローチ

このようにみて くると,環 境運動に対する現在の

評価は必ず しも正当であるとはいえない.環 境問題

の理解や地域開発をめ ぐる諸問題を考える上で,環

境運動を適切 に評価することが必要である.

ところで,運 動 を評価する際には,極 論で はある

が,運 動の主張が妥当であったかどうかよ りも,運

動 において何が主張され,ど んな結果が もた らされ

たのかを見極める必要がある.中 海干拓問題では行

政 と市民運動の主張のどちらが 「科学的」に 「正 し

い」のかが一貫 して争点 になり,政 治的な決着をみ

るまで平行線 をたどったままであった.こ のような

「科学的な正 しさ」 は環境問題で はしば しば問題に

な り,そ して往々にしてどちらが正 しいと客観的に

論証 されないままに終わ って しまう.こ の状況 に対

しては,行 政 と市民がそれぞれにデータを集めて分

析 しそれをぶつけ合 うのではなく,デ ータ収集の段

階か ら両者が共同することでパー トナーシップが生

まれるとの主張 もあ り8)今 後 の課題である.

次 に,中 海干拓事業反対運動 のようなローカルな

環境運動に地理学的なアプローチをす る際の視点 に

つ いて述べ る.地 域環境問題が社会的な問題 として

成立す るには,あ る現象なり状況なりを 「問題であ

る」 と主張する存在が不可欠で,そ のときに地域住

民 などを巻き込んだ運動が重要な役割を果たす こと

を認識すべきであろう.も ちろん運動だけが問題提

起主体 になるわけではないが,大 きな問題になる場

合,往 々に して運動が何 らかの役割を果た している.

これを前提 とした上で以下の視点が考 えられ る.

第1に,環 境運動の政策決定や土地利用 に与えた

(与える)影 響を読 み取 る作業が必要 である.特 に

地理学 においては,土 地利用に影響 を与える一主体

として運動をとらえ るといった土地利用研究の中で

の位置付けが望まれる.さ らに,こ のような作業を

重ね,深 めることにより,人 と自然の関わ りの探求

という古 くて新 しいテーマにもつながる.

第2に,環 境運動の性格を多面的に理解する作業

が必要である.た とえば,環 境運動 にとって,先 に

触れた公共事業批判や 「科学的」な事業批判 は,極

論すれば戦術的な主張にすぎない.運 動がなぜ生 じ

たのか,な ぜ多 くの人が運動 の主張を支持するのか

については,建 前的な是非論や即物的な利害関係の

みならず,± 地への愛着や思いといった精神的な側

面 もきわめて重要である.運 動がマスコミなどを利

用 して主張す る建前 と,な ぜ運動を起 こし,そ れに

参加 したのかとい う本音の部分 は,運 動 に関わる一

人一人の声を聞 く限 り同 じでない.

第3に,環 境運動を地域 との関連で検討す ること

が望 まれる.環 境運動の地域差や,環 境運動に当該

地域の社会 ・経済 ・文化的諸事情がいかに反映 され

ているのかを解明することなどがテーマになる.た

とえば,白 神山地や諌早湾干拓 などをめ ぐる議論の

中で地域住民 と対象 となる自然 との関わりが地域的
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に異 なることが,時 に問題 その ものであった り,問

題を理解す る前提 になっていたりする.環 境運動を

地域の視点か らとらえることは,一 般化志向の強い

既存の社会運動研究などではあまりなされてお らず,

逆 に地理学の持 ち味が生かせる分野であろう.

運動を地域 との関連でとらえるといっても多様 な

可能性がある.ま ず,運 動 の発生や展開を説明する

ための 「地域」がある.こ の場合,問 題が生 じてい

るローカルな現場の社会.経 済 ・文化 ・自然などの

諸条件の総体 としての 「地域」 というとらえ方 もで

きるし,当 該地域のナショナル ・グローバルな位置

を地域構造的な文脈 に結び付 けることもできる.

また,こ れ らとは別 に運動の中で 「地域」がどの

ように認識 され,表 象 されてい くのかという課題の

設定 も有意義であろう.運 動が生 じ,当 該地域で自

然 や地域の現状やあるべき姿 を議論することが,そ

の後の環境観や地域観に影響を与える.そ の影響 は

当該地域にとどまらず,長 良川や諌早湾の論争が各

地の活動や公共事業論に与えた影響 をみて もわかる

ように問題が大 きくなれば広範 に及ぶ.

最 後に,環 境問題や環境運動を扱 う以上 は,研 究

と実践の関係を意識 し,実 践的な意味を持つ研究を

行 うように心がけたいということを指摘 しておく.

これについては研究者のスタンスの問題 として,こ

れまでもかな り議論 されている.し か し,議 論の割

には実践的な研究 を行 っているケースは少なく,特

に現在の日本の人文地理学研究 は大 きな課題を抱え

ている.ま た,環 境に限 らず社会問題 に主体的に関

与 している者はいて も,そ こでの実践が研究成果 と

して世 に出ていないのではなかろうか.実 践的な活

動か らの報告や個別具体的な問題解決を志向 した研

究を,学 術研究の成果 として報告す る努力を各研究

者 はすべ きであ るし,出 され たものに対 しそれを

「純粋」学問的 な基準か らだけでな く社会的な基準

で評価す るような学術環境をつ くっていくことが望

まれる.

本研究には,平 成12・13年 度科学研究費補助金(奨

励研究A,研 究課題:「環境運動と地域」に関する社会

地理学的研究,研 究代表者:淺 野敏久,課 題番号:

 12780057)の 一部を使用した.

(投稿2001年12月3日)

(受理2002年2月9日)

注

1)な お,こ の委員会では公共事業への批判を, 1)投 資費

用に見合った効果が得られていない, 2)建 設コストが

高い, 3)公 共投資は内容がわかりにくく,投 資の決定

過程が不明瞭である,と まとめている(公 共事業の効率

的 ・効果的実施についての検討委員会1996).集 約され

た意見は,財 政関係の専門家や経済界の代表などの声に

限られ,生 活者の視点や環境の視点からの批判,草 の根

運動からの公共事業批判については言及 していない.ま

た,公 共事業に批判的な世論の高まりに触れているもの

の,国 民のコス ト意識の高まり,公 共事業に対するニー

ズの高度化 ・多様化,社 会経済構造の変化への要請と,
一般的な世論としてまとめるにとどまり

,各 地の公共事

業をめぐるトラブルについては言及していない.本 稿は,

このような状況に対し,住 民 ・市民運動の存在を今以上

に評価すべきとの問題意識を出発点にしている.

2)現 在,淡 水化をどう決着付けるかが課題になっている.

同時に中海干拓事業と別に進められている斐伊川 ・神戸

川治水事業の柱の一つ大橋川(宍 道湖と中海を結ぶ)の

拡幅をめぐって,下 流自治体や住民を巻き込んだ議論が

続いている.

3)中 海干拓事業をめぐる問題には,宍 道湖 ・中海の淡水

化や本庄工区干陸などさまざまな問題が含まれる.筆 者

はこれらを総称 して中海干拓問題 としている(淺 野

1998a: 263).

4)構 築主義的に考えれば,「中海干拓問題」なるものは時

間をかけて展開されてきた言語行為の総体のようなもの

で,中 海干拓問題として明確に同定できない.た だし,

これを丁寧に表現しようとすると無用な混乱を招 くだけ

と考え,こ こまでは中海干拓問題としてある.ま た,こ

の後の記述についても紛らわしい表現になることを避け

るために中海干拓問題という語をそのまま使う.

5)こ の人物は漁業者の立場から淡水化反対を唱え松江市

議選で1987年 に トップ当選 した.現 在は島根県議会議

員.

6)い つ淡水化延期の判断がなされたかは明示できないが,

直接請求提出後,最 初の県議会が3月 にあり,そ の議会

では淡水化問題が紛糾 し,年 度内の回答はできないと県

が農水省に申し入れる事態になった.直 接請求の正式提

出時と両県知事の農水省への正式回答時とは半年の間が
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あるが,直 接請求は延期が決断されるプロセスと同時進

行の出来事であった.

7)こ のほか,本 庄工区の土地利用をめぐる検討では三つ

の案が併記されたのであるが,保 母(2001)年 表では全

面干陸と湖面利用の両論併記としている.三 つ目の案は

折衷案であり,形 式的には3案 併記,実 質的には2論 の

対立であった.年 表では後者の記述を採用し,運 動の立

場を際だたせている.

8)た とえば,第9回 世界湖沼会議でのメイン発表や自主

企画ワークショップなどでも論 じられた.
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Geographical Approach to Local Environmental Movements: A Case Study of the Nakaumi

 Land Reclamation Problem in Tottori and Shimane Prefectures

ASANO Toshihisa (Faculty of Integrated Arts and Sciences, Hiroshima University)

The aim of this paper is to discuss the geographical approach to local environmental movements 

through a case study of the Nakaumi Land Reclamation problem. It shows how the movement 

against the project has been dealt with in a TV program, in a local newspaper, and in a chronological 

document composed by a protest group leader.

For example, a TV program broadcast on NHK emphasized that the Nakaumi Land Reclamation 

problem had been caused by deficiencies in the Japanese administrative system. On the other hand, 

the program neglected the protest movement in its explanation of the problem .

A local newspaper misprinted the date of the direct petition to the prefectural governor of 

Shimane by local residents. Moving the date forward by one year weakens the cause and effect 

relation between the movement and the administrative decision to stop part of the project , which 

aimed to transform two brackish lakes into freshwater lakes.

These are good examples illustrating the status of social recognition of environmental movements 

in Japan. To understand environmental problems, however, it is necessary to recognize environmental 

movements that make political issues of proposed environmental changes .

This paper suggests three methods to approach the issue of environmental movements 

geographically: They are 1) to assess the effects of environmental movements on land use or 

landscaping, 2) to view them from various angles, especially from the viewpoint of environmental 

awareness of the individual participants in the movements, 3) to study them in the context of 

locality.

Key words: environmental movement, environmental problem, mass media, Lake Nakaumi , Lake 

Shinjiko
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